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財政規律と国民意識
─米国のデータを基にした分析─
Fiscal Discipline and the Public Awareness: 





















歳出を増加させる法案数と減少させる法案数の比は、それぞれ、0.0053, 0.1887, 0.0041, ＜0.0001, 
＜0.0001であった。それに比較し、経済一般を最大の問題と考える人の割合と立法活動との相関係
数の有意差ρ 値は、0.539, 0.0719, 0.2864, 0.6946, 0.7933であった。つまり、国民意識は財政的
影響を与える法案という指向性の無い立法以外のすべてに強く影響していた。また、経済一般を最
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　国民側の政策知識や選択能力の欠如を指摘する研究は、数多く存在する（e.g., Campbell et al. 
1960, chapter 10; Stokes 1963; Converse 1964; McClosky 1964; Lippmann [1922] 1997）。例えば、
政治家が、財政認識の欠ける国民と政府組織を熟知したエリートおよび利益団体の間に立ち、




点も存在する（e.g., Arrow [1951]1963; Mueller 1989）。Brady and Volden（1997）、Inman and 
Fitts（1990）、Krehbiel（1996）、McCubbins（1991）、Roubini and Sachs（1989）、Tabellini and 
Alesina（1990）らは、アメリカ政府１）のインスティテューションを分析対象としながら、国民
がどのような存在であろうと、今のような組織形態では人々の選好を統合することはできず行
き詰って何も決断できないとする。また、Free and Cantril（1967, Chapter 2）、Muller（1963）、











政治家が近づこうとするメカニズムが働く（Fiorina 1973; Arnold 1990）ことになる。こうしたメ
カニズムに早い段階で注目したのはMiller and Stokes（1963）で、選挙区を異にする議員を比
較することによって、これを検証した。その後この理論に基づいた様々な研究が発表され、有
権者と政治家の政策志向に相関関係を見出すことに成功している（e.g., Erikson 1978; Page et 
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al. 984; Bartels 1991; McDonough 1992）。また、世論調査の結果と政策動向を時系列で見て相
関関係を見出す研究も存在する。政府は時には世論を無視する場合もあると認めながらも（e.g., 
Page and Shapiro 1983）、国民の意思に従う場合の方が多いという研究成果が得られている（e.g., 









う分野（Wlezien 1996；Ostrom and Marra 1986; Jones 1994; Jenks 1985; Hartley & Russett 1992; 
Bartles 1991）や妊娠人工中絶（Westein 1996）、あるいは政策のリベラル性（Stimson et al. 1995; 





































　 出所： U.S. Department of the Treasury, Bureau of the Public Debt
　  http://www.treasurydirect.gov/govt/reports/pd/gift/gift.htm
　　②財政赤字を最大の問題と考える人の割合（R def）
　 出所： Gallup Poll http://www.galluppoll.com/content/default.aspx?ci=1675
　　③経済一般を最大の問題と考える人の割合（R ge）
　 出所： Gallup Poll  http://www.galluppoll.com/content/default.aspx?ci=1675
　経済指標について、一般的によく耳にする財政赤字（GDP比）、失業率（年平均）、実質賃金（時
給の年平均）を収集した。また、生活実感として感じられる経済指標に最も近い平均値が得ら
れると考え、アメリカ人の住宅ローン活用の浸透を鑑みて、Federal Housing Finance Board
が行っている Monthly Interest Rate Survey の中で、Terms on Conventional Single-Family 
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　 経済指標
　　①財政赤字（S def）
　 出所： ＯＭＢの大統領予算教書（Historical Analysis）
　　②GDP（GDP）
　 出所： ＯＭＢの大統領予算教書（Historical Analysis）
　　③住宅ローン金利（Int）
　 出所： Federal Housing Finance Board
　  Monthly Interest Rate Survey
　  http://www.fhfb.gov/Default.aspx?Page=53
　　④失業率（R une）
　 出所： U.S. Department of Labor, Bureau of Labor Statistics
　  http://data.bls.gov/PDQ/servlet/SurveyOutputServlet
　　⑤実質賃金（時給の年平均）（GDP比＝Sal）
　  U.S. Department of Labor, Bureau of Labor Statistics
　  ftp://ftp.bls.gov/pub/suppl/empsit.ceseeb2.txt
　　⑥政府の支出（GDP比＝Out）





























　 出所：　National Taxpayers Union Foundation
　  http://www.ntu.org/pdf/pp_ntuf_162.pdf
　　③歳出を増加させる法案の数（N inc）
　 出所：　National Taxpayers Union Foundation
　  http://www.ntu.org/pdf/pp_ntuf_162.pdf
　　④歳出を減少させる法案の数（N dec）
　 出所：　National Taxpayers Union Foundation
　  http://www.ntu.org/pdf/pp_ntuf_162.pdf
　　⑤歳出を増加させる法案と減少させる法案の数の比（R i/d）

















































　たとえば、N個のデータの対（x 1, y 1）,・・・（x n, y n）の相関を測る場合（２者間の相関を見る場合）、
x 1,・・・x n をその値の大きさで整列した順序でx i が位置する順位を rｘｉで表す。同様に rｙｉ
を計算する。D= rｘｉ－ rｙｉで表すと、Spearman順位相関係数は、下記のようになる。







　①寄付金額      （Count）
　②財政赤字を最大の問題と考える人の割合  （R def）
　③経済一般を最大の問題と考える人の割合  （R ge）
II .　経済指標
　①財政赤字      （S def）
　②GDP      （GDP）
　③住宅ローン金利     （Int）
　④失業率      （R une）
　⑤実質賃金（GDPとの比）    （Sal）
　⑥政府の支出（GDPとの比）    （Out）
　　　ρ ＝１－
　　６ΣD２　





　①財政赤字削減法案数     （N imp）
　②財政的影響を与える法案数    （N eff）
　③歳出を増加させる法案の数    （N inc）





合（R def）」は、立法活動である「財政赤字削減法案数（N imp）」・「歳出を増加させる法案数（N 
inc）」・「歳出を減少させる法案数（N dec）」・「歳出を増加させる法案数と減少させる法案数の比
（R i/d）」と有意に相関関係を示していた。有意確率0.05以下のものを有意差ありと判断すると、
それぞれのρ 値は、0.0065**, 0.0292**, 0.0042**, 0.0035**と0.0053**, 0.0041**, ＜0.0001**, 
＜0.0001**　（**は0.05以下のため有意に相関関係があると判断した）であった。しかし、「財政的










N imp N eff N inc N dec R i/d
Count
ρ ( ロー) 値 0.5195 -0.3077 -0.5444 0.6746 -0.6331
p 値 (0.0065**) (0.2463) (0.0292**) (0.0042**) (0.0035**)
R def
ρ ( ロー) 値 0.5302 -0.3464 -0.6751 0.8794 -0.8794
p 値 (0.0053**) (0.1887) (0.0041**) (<.0001**) (<.0001**)
R ge
ρ ( ロー) 値 0.1287 0.4615 0.2840 0.1055 0.0710
p 値 (0.5398) (0.0719*) (0.2864) (0.6946) (0.7933)
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2）国民意識と経済指標の関係に対する結果（表 5）：
　「寄付金額（Count）」は、ρ ＝ 0.7644, 0.5160, 0.7255, 0.4420, 0.5180, 0.9876と財政赤字、
GDP、住宅ローン金利、失業率、実質賃金（GDPとの比）、政府の支出（GDPとの比）すべての経
済指標と相関関係を認めなかった。「財政赤字を最大の問題と考える人の割合」（R def）はここでも、
ρ ＝ 0.0854*, 0.0448**,0.0610*, 0.1669, 0.0471**, 0.0383**（*は0.05に近いため弱く相関関係が
あると判断、**は0.05以下のため有意に相関関係があると判断した）と、6つのサブカテゴリーのう
ち3つのサブカテゴリ （ーGDP、実質賃金、政府の支出）にしか優位さを認めることができなかった。
一方で、「経済一般を最大の問題と考える人の割合」（R ge）という国民意識は、ρ ＝ 0.2199, 0.3061, 





　財政赤字削減法案数（N imp） はすべての経済指標にρ ＝ 0.3005, 0.4360, 0.5477, 0.9205, 
0.4624, 0.3172 と、影響していなかった。財政的影響を与える法案数（N eff）はρ ＝ 0.0039**, 
0.1223, 0.0144**, 0.1691, 0.1284, 0.0583*（*は0.05に近いため弱く相関関係があると判断、**は
0.05以下のため有意に相関関係があると判断した）と、財政赤字と住宅ローン金利と有意な相関関
係を示していた。歳出を増加させる法案数（N inc）はρ ＝ 0.0911*, 0.0651*, 0.006**, 0.8010, 
0.0063**, 0.5661と、失業率以外に相関関係を認めた。歳出を減少させる法案数（N def）はρ 
＝ 0.5933, ＜0.0001**, 0.0043**, 0.1304, 0.0001**, 0.0873*と、GDP、住宅ローン金利、実質
賃金と有意に相関関係を示していた。また、両者の比（R i/d）もρ ＝ 0.8788, 0.0012**, 0.0073**, 
表５　国民意識と経済指標のspearman解析結果
S_def GDP Int R_une Sal out
Count
ρ ( ﾛｰ) 値 -0.0605 0.1306 -0.0708 -0.151 -0.1300 -0.0030 
p 値 (0.7644) (0.5160 ) (0.7255) (0.4420) (0.5180) (0.9876) 
R def
ρ ( ﾛｰ) 値 -0.3372 -0.3891 0.3652 0.2760 0.3255 0.4140 
p 値 (0.0854*) (0.0448**) (0.0610*) -0.167 (0.0471**) (0.0383**)
R ge
ρ ( ﾛｰ) 値 -0.2543 0.2132 -0.3942 0.250 -0.2032 0.049 










の結果、有意差を認める比率は、１）国民意識と立法活動との間の有意差の比率：8/15 = 53.3 %、２）
国民意識と経済指標との間の有意差の比率、3/18 = 16.7 %、３）経済指標と立法活動との間の





N imp N eff N inc N dec R i/d
S def
ρ ( ロー) 値 -0.2111 -0.6785 -0.4356 -0.1422 -0.0415
p 値 (0.3005) (0.0039**) (0.0911*) (0.5933) (0.8788)
GDP
ρ ( ロー) 値 -0.1596 -0.4024 0.6627 -0.8284 0.73337
p 値 (0.4360) (0.1223) (0.0651*) (<0.0001**) (0.0012**)
Int
ρ ( ロー) 値 0.1235 -0.5981 -0.6543 0.6721 -0.6425
p 値 (0.5477) (0.0144**) (0.006**) (0.0043**) (0.0073**)
R une
ρ ( ロー) 値 0.020 0.355 0.065 0.391 -0.207
p 値 (0.9205) (0.1691) (0.8010) (0.1304) (0.4225)
Sal
ρ ( ロー) 値 0.1507 -0.3915 -0.6509 0.8107 -0.7160
p 値 (0.4624) (0.1284) (0.0063**) (0.0001**) (0.0041**)
out
ρ ( ロー) 値 0.200 0.489 0.148 0.441 -0.258
p 値 (0.3172) (0.0583*) (0.5661) (0.0873*) (0.3181)
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Count × × × × × × ＊＊ × ＊＊ ＊＊ ＊＊
R def ＊ ＊＊ ＊ × ＊＊ ＊＊ ＊＊ × ＊＊ ＊＊ ＊＊





S def × ＊ × × ＊＊ ＊ × ×
GDP × ＊＊ × × × ＊ ＊＊ ＊＊
Int × ＊ × × ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊
R une × × × × × × × ×
Sal × ＊＊ × × × ＊＊ ＊＊ ＊＊





N imp ＊＊ ＊＊ × × × × × × ×
N eff × × ＊ ＊＊ × ＊＊ × × ＊
N inc ＊＊ ＊＊ × ＊ ＊ ＊＊ × ＊＊ ×
N dec ＊＊ ＊＊ × × ＊＊ ＊＊ × ＊＊ ＊
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